
（県連－様式５）

H29 H30 R1 R2

新型コロナの影響による経済環境の変化を踏まえ、ポストコロナ時代の働き方や雇用の安定に寄与するため、企業の実態を把握している商工会ならではの人手不足対策を推進する必要があ
る。
事業の生産性向上と雇用の安定を図るため感染症対策や経営者及び従業員の健康づくりの意識啓発が必要である。

４．今後の対応方針（改善点）

新たな従業員の確保と職場定着を図るため、一般事業主行動計画策定等の取組を支援するほか、求人事業者と求職者の新たなマッチングや企業間の連携による人材共有の仕組みづくりにつ
いての調査研究を行う。
新型コロナにより健康に対する意識が高まっていることを機会として、企業の健康経営を推進するための推進役となる職員を養成する。

【取組評価】

〈コスト縮減に向けた具体的な取組内容または取り組んでいない理由〉

新型コロナの影響により、直接の企業訪問が難しい時期には、電話やインターネットでの情報収集を行い、効率的かつ効果的な企業訪問のための準備を行った。
県内事業者への労働力確保に関する聞き取りは、推進員の企業訪問と併せて実施することでコストをかけずに取り組むことができた。

２．総合評価・理由   A（順調）３つの観点の評価結果が すべてa判定の場合   B（概ね順調）Ａ、Ｃ以外の場合   C（改善が必要）３つの観点の評価結果がｃ判定２つ以上の場合 Ｂ

新たな従業員の確保と職場定着を図るために一般事業主行動計画策定支援や、えるぼし認定支援を行うとともに、女性活躍・両立支援の啓発や企業ニーズの収集を行った。

３．課題

【有効性の観点】　事業目標の達成状況                                          【取組評価】の有効性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定6割以上の場合） b

〈事業の目標は達成されているかどうか〉

一般事業主行動計画策定等件数や推進員の企業訪問件数は目標を上回り、また、女性活躍・両立支援の普及啓発に寄与していることで事業の有効性は高い。
新型コロナの影響により予定していた取組は中止となったが、労働力確保に関する聞き取りなどを実施し次年度事業の検討材料とした。

【効率性の観点】　コスト（金銭・時間・人材）縮減のための取組状況       【取組評価】の効率性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定6割以上の場合） a

【事業評価】

１．３つの観点からの評価

【必要性の観点】　現状の課題に照らした妥当性                               【取組評価】の必要性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定6割以上の場合） a

〈評価の理由〉

新型コロナの影響により、雇用を取り巻く環境が大きく変化し、新たな働き方の推進や雇用の安定がより一層求められるようになっていることから働き方改革の推進は必要である。

達成度 - - c達成度 - a a a達成度 - a a a

達成率 - -達成率 - 114% 123% 165%

-

- 0%達成率 - 116% 124% 132%

- 0社実績 - 1,395件 1,491件 1,588件実績 - 98件 197件 198件

目標 - -目標 - 86件 160件 120件 100件

実績 - -

- 6社 6社目標 - 1,200件 1,200件 1,200件 1,200件

年度 H29 H30 R1 R2 R3年度 H29 H30 R1 R2 R3年度 H29 H30 R1 R2 R3

指標名 一般事業主行動計画策定等件数 指標名 推進員の企業訪問件数 指標名 従業員意識調査

評価指標と実績　　　達成度：　a（達成率が100％以上）、b（100％未満80％以上）、ｃ（80％未満）

取組コード 111 取組コード 111 取組コード 114

111 a a a Ａ

Ｂ114 a c a労働力確保に関する聞き取りを実施し、15社より回答を得た。
新型コロナの影響により従業員意識調査等の予定していた取組は中止となった。

推進員による企業訪問及び専門アドバイザー派遣を着実に実施し、一般事業主行動計画策定支援
175件（女活法94件、次世代法81件）、えるぼし認定申請支援2件、フォローアップ21件を行った。ま
た、県連合会の一般事業主行動計画を策定した。

あきた女性活躍・両立支援センター事業の推進

商工会ならではの人手不足対策の推進

４．昨年度の評価（対応方針）に対する対応

人手不足について、関係機関とも連携し情報収集と研究を続けるとともに、一般事業主行動計画の更新時期を迎える企業や計画策定への興味や意欲がある企業への訪問を強化し認定申請に
向けた取組を推進する。

取組コード 必要性 有効性

３．これまでの評価結果 過年度 - Ａ Ａ

効率性 総合評価実績取組

商工会支援部 担当課名 南部支援センター 担当課長名 高橋　勝 施策コード 7 施策名

少子高齢化に伴い労働人口が減少する厳しい地域環境下にあっても、持続的な経営の発展を維持できる仕組みを構築していくことが今後必要であり、実態調査結果及び人手不足対策研究会
での検討を踏まえ、商工会ならではの人手不足対策案を整理することができた。

関係機関との連携強化による課題解決力の向上

【事業内容】

１．事業実施当初の背景

２．事業のねらい

担当部名

少子高齢化を背景とした労働力人口の減少による人手不足は、商工会地域において特に顕著であり、小規模事業者の実態を踏まえた対策が喫緊の課題となっている。

国・県が推進する女性活躍と両立支援に係る相談をワンストップで行う「あきた女性活躍･両立支援センター」を県連合会に設置し、ワーク・ライフ・バランスの取組を推進するとともに、小規模事
業者の労働実態に則した人手不足対策を講ずることにより、事業者の経営力強化を図る。

継続事業評価シート 評価実施日     令和3年3月31日　 令和2年度（4年目）

事業コード 48 事業名 労働力確保推進事業 戦略コード 1 戦略名 育て・挑戦を支える商工会


